
第七号様式

貸借対照表
令和 4年 3月31日

（単位　円）

資産の部

科　　　目 本年度末 前年度末 増　　減
固定資産 ( 1,967,995,348 ) ( 2,067,935,537 ) ( △              99,940,189 )

有形固定資産 < 1,505,619,318 > < 1,514,559,507 > < △              8,940,189 >
土地 457,470,381 457,470,381 0
建物 883,405,803 894,475,324 △              11,069,521
構築物 33,771,232 38,788,308 △              5,017,076
教育研究用機器備品 56,787,818 49,915,300 6,872,518
管理用機器備品 2,559,235 2,529,564 29,671
図書 71,624,847 71,380,628 244,219
車両 2 2 0

特定資産 < 80,059,333 > < 80,059,333 > < 0 >
減価償却引当特定資産 80,059,333 80,059,333 0

その他の固定資産 < 382,316,697 > < 473,316,697 > < △              91,000,000 >
借地権 307,123,073 307,123,073 0
電話加入権 453,384 453,384 0
有価証券 9,940,240 9,940,240 0
長期貸付金 64,800,000 155,800,000 △              91,000,000

流動資産 ( 271,171,381 ) ( 153,994,717 ) ( 117,176,664 )
現金預金 178,087,708 139,249,885 38,837,823
未収入金 86,002,362 12,362,529 73,639,833
仮払金 7,081,311 2,382,303 4,699,008

資産の部合計 2,239,166,729 2,221,930,254 17,236,475



（単位　円）

負債の部

科　　　目 本年度末 前年度末 増　　減
固定負債 ( 111,040,000 ) ( 124,920,000 ) ( △              13,880,000 )

長期借入金 111,040,000 124,920,000 △              13,880,000
流動負債 ( 129,906,837 ) ( 62,325,120 ) ( 67,581,717 )

短期借入金 13,880,000 13,880,000 0
未払金 71,340,377 3,819,531 67,520,846
前受金 34,300,000 34,360,000 △              60,000
預り金 10,386,460 10,265,589 120,871

負債の部合計 240,946,837 187,245,120 53,701,717

純資産の部

科　　　目 本年度末 前年度末 増　　減
基本金 ( 2,878,171,620 ) ( 2,824,739,121 ) ( 53,432,499 )

第１号基本金 2,833,171,620 2,779,739,121 53,432,499
第４号基本金 45,000,000 45,000,000 0

繰越収支差額 ( △              879,951,728 ) ( △              790,053,987 ) ( △              89,897,741 )
翌年度繰越収支差額 △              879,951,728 △              790,053,987 △              89,897,741

純資産の部合計 1,998,219,892 2,034,685,134 △              36,465,242
負債及び純資産の部合計 2,239,166,729 2,221,930,254 17,236,475



（注記）

１．重要な会計方針

（１）引当金の計上基準

　徴収不能引当金

 未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能額を計上している。

　退職給与引当金

 期末要支給額85,069,185円は、私学退職金社団より交付金で、充当できるため、

 退職給与引当金は計上していない。

（２）その他の重要な会計方針

　有価証券の評価基準及び評価方法

 移動平均法に基づく原価法である。

　外貨建資産・負債等の本邦通貨への換算基準

 外貨建短期金銭債権債務については、期末時の為替相場により円換算しており、外貨建

 長期金銭債権債務については、取得時又は発生時の為替相場により円換算している。

　預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

 預り金に係る収入と支出は総額表示にしている。

　食堂その他教育活動に付随する活動に係る収支の表示方法

 補助活動に係収入と支出は総額表示している。

  所有権移転外ファイナンス・リース取引の処理方法

  　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース

  　　取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

２．重要な会計方針の変更等　　　　　　　　　　なし

３．減価償却額の累計額の合計額 1,144,895,845 円

４．徴収不能引当金の合計額　　　　　　　　　 0 円

５．担保に供されている資産の種類及び額

担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

    土地 377,450,381 円

    建物 680,476,893 円

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 124,920,000円

７．当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。
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８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（１）有価証券の時価情報

　①総括表

（単位　円）

当年度（令和 4年 3月31日）

貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 0 0 0

（うち満期保有目的の債券） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 9,940,240 8,116,985 -1,823,255

（うち満期保有目的の債券） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

合　　　　計 9,940,240 8,116,985 -1,823,255

（うち満期保有目的の債券） ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

時価のない有価証券 0

有価証券合計 9,940,240

　②明細表

（単位　円）

種類
当年度（令和 4年 3月31日）

貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

債券 0 0 0

株式 0 0 0

投資信託 9,940,240 8,116,985 -1,823,255

貸付信託 0 0 0

合　　　　計 9,940,240 8,116,985 -1,823,255

時価のない有価証券 0

有価証券合計 9,940,240

（２）通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外

　　　ファイナンス・リース取引

　①　平成２１年４月１日以降に開始したリース取引

リース物件の種類 リース料総額 未経過リース料期末残高

管理用機器備品 19,513,800円 2,333,270円

　②　平成２１年３月３１日以前に開始したリース取引

（３）関連当事者との取引

　     関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

（単位　円）

属　　性
役員、
法人等
の名称

住　所
資本金又
は出資金

事業内
容又は
職業

議決権
の所有
割合

関係内容
取引の
内容

取引金額
勘定
科目

期末残高
役員の
兼任等

事業上
の関係

資金調達
額の過半
について
融資

（社）
奈良愛
育会

奈良市
三条添
川町

- 保育園 - -
資金援
助

無利息
での資
金の貸
付

224,800,000

長期
貸付
金

64,800,000
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